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2019年4月3日、韓国と米国で5Gの商用サービスがスタートした。日本でも既にプレ
サービスが開始され、2020年春には商用サービス開始が予定されている。韓国では4G
の開始時を上回るスピードで5G加入者が増加（商用サービス開始後およそ5ヵ月で
300万人超の加入者を記録）しており、日本でも急速に普及していくとみられる。

5Gの登場は、通信市場の中でも特に法人向けビジネスにおいて大きな転換をもたら
すと考えられている。高速大容量・高信頼低遅延・同時多接続という5Gの特性は、
IoTやAI等と組み合わせたソリューションとして真価を発揮するため、これまでの
ように通信ネットワークの用途をユーザーに委ねても十分に活用しきれないからだ。
したがって5G時代において求められるのは、従来型の通信サービスではなく、顧客
の課題解決に資する通信ソリューションといえよう。これはすなわち、通信事業者が
ユーザーに通信サービスだけを提供する“B2Xモデル”から、通信事業者とパートナー
企業が協業して新たな通信ソリューションを提供する“B2B2Xモデル”へのシフトが
加速していくことを意味する。

そこで、5Gの普及によってとりわけ大きな成長が期待される法人向けビジネスに
フォーカスし、市場規模の予測値および日本国内の業種別将来展望を紹介するレポー
トを今号を含め3冊発行することとした。

Part1  法人向け5G市場予測
 日本国内の業種別将来展望：エネルギー、製造

Part 2  日本国内の業種別将来展望：
公共サービス、ヘルスケア、公共交通、自動車

Part 3  日本国内の業種別将来展望：
金融、メディア・放送、小売・流通、ゲーム・スポーツ
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法人向け5G市場におけるB2B2Xモデル

“B2Xモデル”から“B2B2Xモデル”（Figure 1）へのシフトが
より一層加速する法人向け5G市場では、通信事業者が提供する
従来型の通信サービス市場に加え、5Gモジュールや IoT
プラットフォーム等のデバイス・ソリューション市場に大きな
オポチュニティがあると考えられており、様々なICT企業が
ソリューションイネーブラーとしての参入を検討している。

一方で、彼らの中には、5Gビジネスにおいて注力すべきポイント
や顧客に訴求すべきポイントを定めきれず、具体的なビジ
ネス構想を進められていないケースが散見される。この要因
の1つに、国内における5Gの市場ポテンシャルを測りかねて
いることが挙げられる。そこで本レポートは、5G事業への参
入を検討する企業の一助となるべく、業種別・バリュー
チェーン別に5G市場の成長予測を提供する。

なお、数値は公開情報等を基にKPMGが推定したものである。

通信サービス市場とデバイス・ソリューション市場を比較す
ると、後者により大きな市場オポチュニティがあるとうかが
える（Figure 2）。コモディティ化が進み付加価値をつけに
くい通信サービス市場に比べ、デバイス・ソリューション
市場は差別化が可能な高付加価値サービス市場となるからだ。
さらに、3GPPの仕様化や周辺技術の進歩等により、5Gの
ユースケースが拡大／高度化していくことで、デバイス・
ソリューション市場は加速度的に成長していくことが期待さ
れている。短期的には閉域での高速・大容量通信（eMBB）
を活かしたユースケースから実現し、中長期的には多接続

（mMTC）・高信頼低遅延通信（URLLC）を活かしたソリュー
ションやネットワークスライシングによってこれら3つの特性
を組み合わせたソリューションへと拡大していく見込みだ。
また、5Gの広域化や規制／制度上の課題解消が条件となる
ドローンやモビリティを活用したユースケースの登場も、中長
期的な市場拡大の一因となるとみられる。

日本では総務省が推進中のローカル5Gの成功によっては、今回
の予想を上回る市場拡大の可能性がある点も忘れてはなら
ない。というのも、ローカル5Gは世界的にみても前例のない
革新的な取組みだからだ。用途に応じてカスタマイズされた
自営ネットワークを独自に構築できるローカル5Gに対する期待
は大きく、日本やドイツ等で先行して検討が進められている。

業種別にひも解くと、グローバル・日本ともにエネルギー、
製造、公共サービスの順で市場が大きいと考えられる
（Figure 3）。主要業種の将来展望については、次章および
Part2・Part3にて詳述する。

法人による5Gの活用は、生産性の飛躍的向上や社会・顧客に
対する新しい価値の提供という形で、様々な業界革新をもた
らすと考えられている。そのイネーブラーとなる5G通信デバ
イス・ソリューション市場は、わが国でも2026年に7兆円も
のポテンシャルが見込まれる。サプライヤーからエンドユー
ザーまでの各プレイヤーがこれらの恩恵を享受するためには、
5Gビジネスの構想を描き、企業間の協業を推し進めてその実現
を牽引するICT事業者の存在が重要となるだろう。

Figure 1

B（通信事業者） to B（イネーブラー） to X（エンドユーザー）
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5Gを取り巻く環境変化

業種別法人向け5Gデバイス・ソリューション市場（2026年）Figure 4

バリューチェーン別法人向け5G市場予測（2020－2026年）Figure 3
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 グローバル・日本ともに、エネルギー、製造、公共安全の順で市場規模が大きい（全体の49%）
（注：単位未満を四捨五入しているため、合計欄の数値と内訳の合計が一致しない場合がある）
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国内5Gデバイス・ソリューション市場（エネルギー）

0.0
2.0
4.0
6.0
8.0

10.0
12.0
14.0
16.0

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

日本国内の業種別将来展望：エネルギー

国内エネルギー業界における5Gデバイス・ソリューション市場は、
2020年時点で31億ドル、2026年には130億ドルを超えると推測
される。

まずは、高速・大容量通信（eMBB）を活かしたプラント設備
の異常検知やXRデバイスを用いた点検作業支援等、プラント内
オペレーションの効率化／高度化を目的としたユースケース
を中心に5Gが普及していくと思われる。熟練従業員による重厚
な監視・点検が機械に置き換わるため、コスト削減のみならず、
労働者不足・技術／知見の属人化安全衛生の担保といった課題
の解消にも繋がるだろう。

中長期的には、通信エリアの広域化に伴い5Gの活用が供給網全域
に広がることで、スマートグリッド化が進展していく想定だ。
スマートグリッド化した世界では、天候・発電量・消費電力等
のデータを広域かつリアルタイムで収集・分析することにより、
タイムリーな発電量／供給量の制御や、複数エリアに跨がる配電
計画の策定等が可能になる。エネルギー事業者にとっては、需要量
に合わせてエネルギー供給や設備投資を最適化できるようになる
ため、大幅なコスト削減が期待できる。また、自然エネルギーに
よる発電量予測に基づいて火力発電量を抑制するなど、温室効果
ガスの排出削減やエネルギー自給率の向上にも寄与しうること
から、社会的にも5Gの活用促進が求められるだろう。
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エネルギー業界の将来イメージFigure 6
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製造業向けの国内5Gデバイス・ソリューション市場は、2020
年時点で2300億円、2026年には1兆3000億円 。多接続
（mMTC）・高信頼低遅延通信（URLLC）の実用化によって
スマートファクトリー化に拍車がかかるにつれて、市場の成長
も加速していく見込みだ。
製造業では、コスト競争力強化のために生産プロセスの効率化／
自動化が推進されてきた一方、あらかじめ立てた計画に基づい
て生産・設備投資／廃棄を行っている他、有線通信のため
工場内レイアウトに制約があることから、外部環境やニーズ
等の変化へのタイムリーな対応は依然として難しいのが
現状だ。また、熟練工を中心とした人材不足も深刻化して
おり、さらなる無人化や技術人材の育成が急務となっている。

5Gには、こうした業界課題の解消が期待されている。無人搬
送車（AGV）や組み立て機械等のミッションクリティカルな
機器を含め、あらゆるモノが無線化されると、レイアウトの
自由度・柔軟性が向上する上、リアルタイムな制御・監視に
よりタイムリーな生産最適化が可能となる。大量生産並の効率
による多品種少量生産（ダイナミックセル生産）も実現され、
個々の顧客ニーズに合った製品を低コストで提供することが
成功のカギとなるだろう。さらに、センサーからのデータに
加え高精細カメラを通じた人の動線や製品等の映像データも
活用することで、生産現場全体のオペレーション最適化や品質
管理の自動化も見込まれる。技術人材の育成という観点では、
XRデバイスによる作業支援・技術継承に対する期待も大きい。

日本国内の業種別将来展望：製造

国内5Gデバイス・ソリューション市場（製造）Figure 7
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 IoT、AI、デジタルツイン等の高度化によってあらゆる情報が可視化され、工場内は動的に無人化・自動化される
 多品種少量生産のコストが格段に下がり、個々のニーズに対応した柔軟な製品提供が製造業における成功のカギに
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今号は、法人向け5G市場が秘めるポテンシャルの大きさと、
エネルギー・製造業において5Gがもたらす業界革新を紹介した。

次回はその続きとして、公共サービス・ヘルスケア・公共
交通・自動車業界にスポットを当てる。これらの業界では、
エネルギー業・製造業にみられたオペレーション変革に関
するユースケースだけでなく、コンシューマー向けの提供価値

高度化に資するユースケースが多く登場する。「安心／安全」と
いう従来の提供価値に「遠隔／自動／リアルタイム」といった
要素が加わる他、「パーソナライゼーション」や「エンター
テインメント」等、新たな軸が業界内の競争要因になっていく。
各業種におけるこうした変化の全貌を、国内市場規模の予測値
と合わせてお伝えしたい。
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